
図るため、備品の維持管理を行う。
施策目的・

(2)目的 のための教育を推進します。また、健康管理の大切さを意識した健やかな生活を送ることができるよう、食 事業目的
展開方向

育や健康教育の充実に努めます。
給食調理に使用する機器や物品の、大型備品（真空冷却機・給湯器など）や中型備品（冷凍庫・冷蔵庫・炊 ・年間を通し、給食備品の維持管理（修繕）を行なう。
飯器など）、小型備品（野菜切機・球根皮剥機・配膳車など）について、修繕や購入など維持管理を行う。 ・年間を通し、給食備品を購入し、設置する。
給食施設整備方針の策定と方針に基づく設置管理を行う。 当該年度 　（工事を伴うものは、７，８月　１２月　３月に設置する。）

執行計画 ・食器洗浄機（台中）、真空冷却機（三小）、立体炊飯器（久寺家中）を購入し、設置する。
(3)事業内容 内　　容

購入する備品数 想定値 38当該年度
単位 個

活動結果指標 実績値

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 給食備品の計画的な整備、維持管理を行い学校給食の円滑な実施を図る。 間接 計画表に基づく、備品の設置率 % 133 80

令和 4年度 給食備品の計画的な整備、維持管理を行い学校給食の円滑な実施を図る。 間接 計画表に基づく、備品の設置率 % 87

令和 5年度 給食備品の計画的な整備、維持管理を行い学校給食の円滑な実施を図る。 間接 計画表に基づく、備品の設置率 % 99

全体的な備品の老朽化に伴う故障、備品購入の予算要求
(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

備品購入費 3,378 備品購入費 4,230 備品購入費 5,000 給食施設整備方針に基づく対応 5,000
備品設置工事費 300 備品設置工事費 300 備品設置工事費 300 備品設置工事費 300
修繕費 6,500 修繕費 6,500 修繕費 6,500 修繕費 6,500
委託料 189 委託料 189 委託料 189 委託料 189

＊ 牛乳保冷庫（湖北中） 1,200 ＊ 食器洗浄機　１台（台中） 3,100 ＊ 食器洗浄機　１台（我中） 2,500 ＊ 食器洗浄機　１台（湖中） 2,500
＊ 牛乳保冷庫（我孫子中） 2,000 ＊ 真空冷却機　１台（三小） 2,800 ＊ スチームコンベクション１台（湖中） 2,600 ＊ スチコン　１台（久中） 2,600
＊ 低輻射ガス回転釜（我孫子中） 1,700 ＊ 立体炊飯器　３台（久寺家中） 2,550 ＊ 消毒保管機　大３台（白中） 6,000 ＊ 消毒保管機　大２台（白中） 4,000

実施内容 給食施設整備方針の策定 ＊ 給食施設整備方針に基づく対応 ＊ 真空冷却機１台（湖小） 2,800 ＊ 真空冷却機１台（並木小） 2,800
予備費　冷蔵庫（我孫子中） 46 ＊ ＊ 牛乳保冷庫　大１台（高小） 1,400 ＊ 牛乳保冷庫　大１台（久中） 1,400

(8)施行事項
費　　用 予備費　スポットクーラー（全校） 1,980 ＊ ＊ 立体炊飯器　３台（湖中） 2,550 立体炊飯器　２台（西小） 1,700

給食施設整備方針に基づく対応 給食施設整備方針に基づく対応

予算(決算)額 合　　計 17,293 合　　計 19,669 合　　計 29,839 合　　計 26,989
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 17,293 19,669 29,839 26,989

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.35 0.35 0.35 0
正職員人件費 3,045 3,115 3,115 0

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 20,338 22,784 32,954 26,989
(11)単位費用

549.68千円／個 599.58千円／個
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

学校給食の安全性の確保、質の向上のために必要である。 ○①事前確認での想定どおり
○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ○不要

○①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

●②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) ■市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ○不要
   (市実施の必要性)

■市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ○②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ○不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
該当なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている ○①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ○不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(%) 目標値(b)(%) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ○①目標値達成
○②目標値未達成

□①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(%) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ ■②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
133 80 □③現況値との差が小さい値ではない ○不要

□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
○②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ○①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) □②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 22,784 △2,446
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ○不要

△12.03

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ○不要
   (目標対費用) 0.35

% 10万円

３．事後評価

○現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向

様式第３号 事務事業評価表（令和 3年度）

事業コード 1030 課コード 1502 会計種別 一般会計 予算の種類 ■政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 教育総務部・学校教育課

個別事業 学校給食備品管理事業 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 3 人 (換算人数 0.35 人）
(1)事業概要

(当　初) 22,784 千円 (うち人件費 3,115 千円）⑦事業費
総事業費 20,323 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 52101 重点５ ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

思いやりのある豊かな心を育むため、人権・人間尊重の精神や社会性を育む規範意識の醸成など、人間形成 学校給食の円滑な運営及び安全な実施を



予算管理を一括で行い事務の効率化や適正な予算執行を図り、児童生徒
施策目的・

(2)目的 るなど、施設や設備、教育機器などの整備・充実に努めます。 事業目的 の学習環境の整備を行う。
展開方向

・市内の全小中学校を運営維持していくため必要な光熱水費や消耗品等学校運営経費全般の予算管理（予算 ・市内小中学校１９校の予算管理事務を一括で行い事務の効率化を図る。
の執行や伝票作成など庶務的事務全般）を行う。 ・経費削減のためプール施設の民間委託を試行する。また、プール施設の共同利用の検討を行う。

当該年度
執行計画

(3)事業内容 内　　容

適正な執行を行っている学校数 想定値 19当該年度
単位 校

活動結果指標 実績値

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 各学校の必要とする予算を把握して適切に配当を行い、児童生徒の学習環境を整える。 直接 学校への分配予算の平均執行率 ％ 90 95

令和 4年度 各学校の必要とする予算を把握して適切に配当を行い、児童生徒の学習環境を整える。 直接 学校への分配予算の平均執行率 ％ 100

令和 5年度 各学校の必要とする予算を把握して適切に配当を行い、児童生徒の学習環境を整える。 直接 学校への分配予算の平均執行率 ％ 100

(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

小学校管理運営事業（消耗品・光熱水費 215,504 小学校管理運営事業（消耗品・光熱水費 216,498 小学校管理運営事業（消耗品・光熱水 216,498 学校管理運営事業（消耗品・光熱水 216,498
中学校管理運営事業（消耗品・光熱水費 119,476 中学校管理運営事業（消耗品・光熱水費 113,364 中学校管理運営事業（消耗品・光熱水費 113,364 中学校管理運営事業（消耗品・光熱水費 113,364

＊ 校外学習用ＡＥＤレンタル料 119 ＊ 中学校屋内運動場空調電気使用料 1,800 中学校屋内運動場空調電気使用料 1,800 中学校屋内運動場空調電気使用料 1,800

【プール施設】 【プール施設】 【プール施設】 【プール施設】
民間活用・共同利用等の検討・決定 民間活用・共同利用等の検討・決定 民間活用・共同利用等の検討・決定 民間活用・共同利用等の検討・決定

実施内容 ＊ 水泳指導委託料 991 ＊ 水泳指導委託料 1,558 水泳指導委託料 1,558 水泳指導委託料 1,558

(8)施行事項
費　　用 【布佐中学校区学校施設】 【布佐中学校区学校施設】 【布佐中学校区学校施設】 【布佐中学校区学校施設】

＊ 学校施設の在り方等検討 0 ＊ 学校施設の在り方等検討・方針決定 0 ＊ 基本計画・基本設計委託（金額未定） 0 ＊ 基本計画・基本設計委託（金額未定）

【学校保健特別対策事業補助金関連】
予備費
小学校新型コロナウイルス感染症 6
対策用消耗品費
中学校新型コロナウイルス感染症 20
対策用消耗品

予算(決算)額 合　　計 336,116 合　　計 333,220 合　　計 333,220 合　　計 333,220
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 336,116 333,220 333,220 333,220

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 2.6 2.6 2.6 0
正職員人件費 22,620 23,140 23,140 0

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 358,736 356,360 356,360 333,220
(11)単位費用

18,880.84千円／校 18,755.79千円／校
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

・学校の設置者として、学校を維持管理していくため必要な管理運営事業、児童生徒の学習ニーズに対応し快適で安心な ○①事前確認での想定どおり
学習環境を維持するための消耗品購入や備品の修繕、光熱水費などの学校管理全般を担う。 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ○不要

○①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

●②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) ■市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ○不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ○②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ○不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
該当なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている ○①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ○不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(％) 目標値(b)(％) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ○①目標値達成
○②目標値未達成

□①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(％) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ ■②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
90 95 □③現況値との差が小さい値ではない ○不要

□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
○②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ○①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 356,360 2,376
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ○不要

0.66

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ○不要
   (目標対費用) 0.03

％ 10万円

３．事後評価

○現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向

様式第３号 事務事業評価表（令和 3年度）

事業コード 1035 課コード 1502 会計種別 一般会計 予算の種類 ■政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 教育総務部・学校教育課

個別事業 小中学校管理運営事業 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 令和 2年度 ～ ⑥担当職員数 5 人 (換算人数 2.6 人）
(1)事業概要

(当　初) 356,360 千円 (うち人件費 23,140 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 52104 重点４ ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

安心して快適に学べる教育・学習環境をつくるため、校舎等の老朽対策やＩＣＴ機器・備品の更新を実施す 市内小中学校１９校の学校運営費の



通じ、学習環境の整備を行う。事務の効率化や適正な予算執行・備品
施策目的・

(2)目的 るなど、施設や設備、教育機器などの整備・充実に努めます。 事業目的 の有効活用を図る。
展開方向

・市内の全小中学校を運営維持していくための学校備品を適正に購入管理する。（学校備品予算の執行や伝 ・市内小中学校19校の備品管理事務を一括で行いながら学習環境の整備を行うと共に、事務の効率化や適正
票作成・備品台帳の管理など庶務的事務全般） な予算執行・備品の有効活用を図る。
・教育基本法の改正を踏まえ、子どもたちに「生きる力」を育むことを目指し、言語活動・理科教育・外国 当該年度 ・備品の老朽化、学級数の増加などの理由により、教育備品の充実が求められることから、計画的な購入を
語教育・道徳教育・体験教育などの充実を図る。 執行計画 すすめていく。備品管理システムを活用し学校備品の管理を適正かつ効率的に行う。

(3)事業内容 内　　容 ・各学校の備品を管理するため、システムを導入し適正かつ効率的な備品の活用を行う。

更新計画に基づく整備の執行率 想定値 15当該年度
単位 ％

活動結果指標 実績値

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 理科室実験台・椅子、緞帳更新計画に基づき計画的に備品を整備し、学習環境を整える。 直接 更新計画に基づく執行率 % 9 15

令和 4年度 理科室実験台・椅子、緞帳更新計画に基づき計画的に備品を整備し、学習環境を整える。 直接 更新計画に基づく執行率 ％ 30

令和 5年度 理科室実験台・椅子、緞帳更新計画に基づき計画的に備品を整備し、学習環境を整える。 直接 更新計画に基づく執行率 ％ 50

　購入から３０年以上経っている老朽化した大型備品が多くあり、買い替えには多額の購入費がかかることから、事業計画を立
(7)事業実施上の課題と対応 て、調整をしながら効率的に購入することが必要になる。 代替案検討 ○有 ●無

令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

小学校備品購入費 18,191 小学校備品購入費 18,178 小学校備品購入費 18,178 小学校備品購入費 18,178
中学校備品購入費 9,918 中学校備品購入費 9,918 中学校備品購入費 9,918 中学校備品購入費 9,918
小学校備品管理システム使用料 462 小学校備品管理システム使用料 462 小学校備品管理システム使用料 462 小学校備品管理システム使用料 462
中学校備品管理システム使用料 198 中学校備品管理システム使用料 198 中学校備品管理システム使用料 198 中学校備品管理システム使用料 198

＊ 中学校備品購入費（学級増に伴う)湖北 355 ＊ 小学校備品購入費（老朽化に伴う) 990 ＊ 小学校備品購入費（老朽化に伴う） 1,472 ＊ 小学校備品購入費（老朽化に伴う） 1,472
＊ 小学校備品購入費（老朽化に伴う） 200 ＊ 中学校備品購入費（老朽化に伴う） 352 ＊ 中学校備品購入費（老朽化に伴う） 1,290 ＊ 中学校備品購入費（老朽化に伴う） 1,290

(高跳び用マット　湖北小) ＊ 小学校備品購入（学級増に伴う） 424
実施内容 ＊ 中学校備品購入費（老朽化に伴う） 374

（体育館パイプ椅子　久寺家中）
(8)施行事項

費　　用
【学校保健特別対策事業補助金関連】
予備費
小学校新型コロナウイルス感染症 4,245
対策用備品購入費
中学校新型コロナウイルス感染症 2,321
対策用備品購入費

予算(決算)額 合　　計 36,264 合　　計 30,522 合　　計 31,518 合　　計 31,518
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 36,264 30,522 31,518 31,518

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.35 0.35 0.35 0
正職員人件費 3,045 3,115 3,115 0

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 39,309 33,637 34,633 31,518
(11)単位費用

393.09千円／％ 2,242.47千円／％
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

学校の設置者として、児童生徒の学習ニーズに対応しながら教育備品の整備管理を行う。学校を維持管理していくため必 ○①事前確認での想定どおり
要な備品購入およびその管理を担う。 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ○不要

○①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

●②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) ■市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ○不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ○②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ○不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
該当なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている ○①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ○不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(%) 目標値(b)(%) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ○①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(%) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
9 15 □③現況値との差が小さい値ではない ○不要

□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
○②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ○①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 33,637 5,672
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ○不要

14.43

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ○不要
   (目標対費用) 0.04

% 10万円

３．事後評価

○現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向

様式第３号 事務事業評価表（令和 3年度）

事業コード 1037 課コード 1502 会計種別 一般会計 予算の種類 ■政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 教育総務部・学校教育課

個別事業 小中学校備品管理事業 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 平成31年度 ～ ⑥担当職員数 3 人 (換算人数 0.35 人）
(1)事業概要

(当　初) 33,637 千円 (うち人件費 3,115 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 52104 重点４ ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

安心して快適に学べる教育・学習環境をつくるため、校舎等の老朽対策やＩＣＴ機器・備品の更新を実施す 市内小中学校１９校の備品管理事務を



していける 小中学校給食調理業務民間委託を継続し、食に関する指導の充実と、委託による財政負担の軽減を図る。
施策目的・

(2)目的 よう、提案型公共サービス民営化制度を活用しながら事業の委託化や民営化を進めるとともに、公の施設の 事業目的
展開方向

管理運営にあたっては指定管理者制度の活用を進めます。また、事業の必要性や実施主体のあり方などにつ
・調理業務民間委託により、人件費において市の財政負担の軽減を図る。また学校栄養職員が行なっていた ・小中学校給食調理業務民間委託の継続実施するにあたり年間を通した安定運営の確認と必要に応じた研修
　調理従事者の衛生管理や労務管理の時間軽減を図り、加えて学校栄養職員が行なう給食指導や「食育」の 　支援・指導を行う。　
　充実を図る。 当該年度 ・４年度委託に向けて、湖北小・布佐小・湖北台西小・並木小・布佐南小・我孫子中・布佐中の７校に対し

執行計画 て３年に１度の契約業者特定のためのプロポーザルによる選定を行う。
(3)事業内容 内　　容

（委託化した学校数） 想定値 19当該年度
単位 校

活動結果指標 実績値

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 調理業務民間委託により、人件費において市の財政負担の軽減を図る。 直接 円滑な給食調理業務の民間委託実施校数 校 18 19

令和 4年度 調理業務民間委託により、人件費において市の財政負担の軽減を図る。 直接 円滑な給食調理業務の民間委託実施校数 校 19

令和 5年度 調理業務民間委託により、人件費において市の財政負担の軽減を図る。 直接 円滑な給食調理業務の民間委託実施校数 校 19

調理業務委託では、学校栄養士、給食担当における調理業務実施状況管理が重要となる。今後は、学校栄養士、給食担当が連携
(7)事業実施上の課題と対応 し、安全でおいしい給食の提供ができるよう調理業務実施状況管理をさらに進める。 代替案検討 ○有 ●無

令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

小学校給食調理業務委託　　１１校 236,697 給食調理業務委託（一小） 22,385 給食調理業務委託（一小） 22,385 給食調理業務委託（一小） 22,385
中学校給食調理業務委託　　　５校 124,041 給食調理業務委託（二小） 20,650 給食調理業務委託（二小） 20,650 給食調理業務委託（二小） 20,650
布佐小・布佐中学校給食調理業務委託 31,460 給食調理業務委託（三小） 27,400 給食調理業務委託（三小） 27,400 給食調理業務委託（三小） 27,400
契約業者選定（我孫子二小、我孫子三 給食調理業務委託（四小） 31,387 給食調理業務委託（四小） 31,387 給食調理業務委託（四小） 31,387
小、根戸小、新木小、湖北台中） 給食調理業務委託（湖小） 16,638 給食調理業務委託（湖小） 16,638 給食調理業務委託（湖小） 16,638
3年度新規委託開始の準備（高野山小） 給食調理業務委託（西小） 16,500 給食調理業務委託（西小） 16,500 給食調理業務委託（西小） 16,500
報酬 14 給食調理業務委託（根小） 28,960 給食調理業務委託（根小） 28,960 給食調理業務委託（根小） 28,960

実施内容 給食調理業務委託（東小） 16,940 給食調理業務委託（東小） 16,940 給食調理業務委託（東小） 16,940
給食調理業務委託（新小） 21,140 給食調理業務委託（新小） 21,140 給食調理業務委託（新小） 21,140

(8)施行事項
費　　用 給食調理業務委託（並小） 19,250 給食調理業務委託（並小） 19,250 給食調理業務委託（並小） 19,250

給食調理業務委託（南小） 14,419 給食調理業務委託（南小） 14,419 給食調理業務委託（南小） 14,419
給食調理業務委託（我中） 32,041 給食調理業務委託（我中） 32,041 給食調理業務委託（我中） 32,041
給食調理業務委託（湖中） 20,691 給食調理業務委託（湖中） 20,691 給食調理業務委託（湖中） 20,691
給食調理業務委託（台中） 18,420 給食調理業務委託（台中） 18,420 給食調理業務委託（台中） 18,420
給食調理業務委託（久中） 23,837 給食調理業務委託（久中） 23,837 給食調理業務委託（久中） 23,837
給食調理業務委託（白中） 27,346 給食調理業務委託（白中） 27,346 給食調理業務委託（白中） 27,346
給食調理業務委託（布小・布佐中） 31,460 給食調理業務委託（布小・布佐中） 31,460 給食調理業務委託（布小・布佐中） 31,460

＊ 給食調理業務委託（高小） 25,390 給食調理業務委託（高小） 25,390 給食調理業務委託（高小） 25,390
選定委員報酬 14 選定委員報酬 14 選定委員報酬 14

予算(決算)額 合　　計 392,212 合　　計 414,868 合　　計 414,868 合　　計 414,868
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 392,212 414,868 414,868 414,868

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.65 0.65 0.65 0
正職員人件費 5,655 5,785 5,785 0

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 397,867 420,653 420,653 414,868
(11)単位費用

22,103.72千円／校 22,139.63千円／校
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

第2次行政改革指針に基づく、小中学校給食調理業務民間委託の推進をはかり、安定的な給食提供を行うため調理業務委 ○①事前確認での想定どおり
託の継続を行う。 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ○不要

○①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

●②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる 我孫子市の学校給食調理業務を委託する業者選定、委託契約 □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ○不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した 及び業務遂行の確認等を市が行うべきである。 □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

■その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ○②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ○不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
該当なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている ○①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ○不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(校) 目標値(b)(校) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ○①目標値達成
○②目標値未達成

□①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(校) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ ■②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
18 19 □③現況値との差が小さい値ではない ○不要

□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
○②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ○①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 420,653 △22,786
■④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ○不要

△5.73

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ○不要
   (目標対費用) 0

校 10万円

３．事後評価

○現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向

様式第３号 事務事業評価表（令和 3年度）

事業コード 1040 課コード 1502 会計種別 一般会計 予算の種類 ■政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 実施計画への
①事業名 ●有 ○無 ②部課名 教育総務部・学校教育課

個別事業 小中学校給食調理業務の民間委託事業 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 令和 2年度 ～ ⑥担当職員数 3 人 (換算人数 0.65 人）
(1)事業概要

(当　初) 420,653 千円 (うち人件費 5,785 千円）⑦事業費
総事業費 350,815 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 83202 重点なし ○有 ○無 (計画名) 子ども総合計画

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

行政や市民、ＮＰＯ、企業などの多様な主体が、市民ニーズに適合した質の高いサービスを提供



るため給食施設設備の維持管理を行なう。
施策目的・

(2)目的 のための教育を推進します。また、健康管理の大切さを意識した健やかな生活を送ることができるよう、食 事業目的
展開方向

育や健康教育の充実に努めます。
給食施設設備の整備及び維持管理を行なう。 年間を通し、給食施設の維持管理（修繕）を行う。
学校給食施設設備は、全体的に老朽化が進んでいるため、必要性の高いところから計画的に 令和３年度は、リフト修繕（二小）を行う。
修繕し、衛生状態の向上を目指している。 当該年度
給食施設整備方針の策定と方針に基づく整備を行う。 執行計画

(3)事業内容 内　　容

実施率 想定値 100当該年度
単位 %

活動結果指標 実績値

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 給食施設設備の計画的な整備・維持管理を行い学校給食の円滑な実施を図る 直接 修繕・工事の実施率 % 100 100

令和 4年度 給食施設設備の計画的な整備・維持管理を行い学校給食の円滑な実施を図る 直接 修繕・工事の実施率 % 100

令和 5年度 給食施設設備の計画的な整備・維持管理を行い学校給食の円滑な実施を図る 直接 修繕・工事の実施率 % 100

老朽化に伴う故障
(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

令和 2年度 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

給食方式の検討及び給食施設整備方針 施設修繕料 3,325 施設修繕料 4,236 施設修繕料 4,236
の策定 ＊ リフト修繕（二小） 1,415 ＊ 給食室屋上防水シート張替（我中） ＊ 給食室雨漏り修繕（並小） 990

清掃委託料（ダクト清掃） 1,100 ＊ 吸排気ダクト交換 ＊ 排気フード修繕（並小） 924
害虫駆除業務委託料 398 給食施設整備方針に基づく対応 給食施設整備方針に基づく対応
給食施設整備方針に基づく対応

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 0 合　　計 6,238 合　　計 4,236 合　　計 6,150
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 0 6,238 4,236 6,150

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.25 0.25 0.25 0
正職員人件費 2,175 2,225 2,225 0

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 2,175 8,463 6,461 6,150
(11)単位費用

21.75千円／% 84.63千円／%
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

学校給食の安全性の確保と質の向上のため必要。法制度に対応するため必要。 ○①事前確認での想定どおり
○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ○不要

○①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

●②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ○不要
   (市実施の必要性)

■市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ○②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ○不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
該当なし

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている ○①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
□④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
■⑤その他 ○不要

＜その他の内容＞
該当なし

効
　
率
　
性

現況値(a)(%) 目標値(b)(%) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ○①目標値達成
○②目標値未達成

□①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(%) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ ■②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
100 100 □③現況値との差が小さい値ではない ○不要

□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
○②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ○①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) □②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 8,463 △6,288
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ○不要

△289.1

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ○不要
   (目標対費用) 1.18

% 10万円

３．事後評価

○現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向

様式第３号 事務事業評価表（令和 3年度）

事業コード 1819 課コード 1502 会計種別 一般会計 予算の種類 ■政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 実施計画への
①事業名 ○有 ●無 ②部課名 教育総務部・学校教育課

個別事業 学校給食施設設備整備事業 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 令和 2年度 ～ ⑥担当職員数 3 人 (換算人数 0.25 人）
(1)事業概要

(当　初) 8,463 千円 (うち人件費 2,225 千円）⑦事業費
総事業費 3,230 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 52101 重点５ ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

思いやりのある豊かな心を育むため、人権・人間尊重の精神や社会性を育む規範意識の醸成など、人間形成 学校給食の円滑な実施を図


